
様式第１号（第８条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

加古川市上下水道事業管理者　様 令和〇〇年〇〇月〇〇日

申請者（浄化槽管理者）

 郵便番号（675-0025）

加古川市野口町良野〇〇〇番地

※受付時間中（8：30～17：00）に応答可能な電話番号を記載してください。固定電話の場合は市外局番から記載してください。

※浄化槽管理者の氏名や住所の変更があった場合、変更報告書が必要です。

※法人の場合、主たる事務所の所在地・名称及び代表者の氏名を記載してください。

 １ 補助金交付申請額（請求金額） ２０，０００円

　 申請者住所と同じ　　　申請者住所と異なる→下欄にご記入ください

 ★ 総合判定

 　適正　　　おおむね適正            　不適正
 検査日  改善報告日　※上記で不適正の場合

振込先口座情報

 (2)預金種別

 (3)口座番号

 (4)フリガナ

　口座名義人

※申請者と口座名義が異なる場合は、別途委任状の添付が必要となります。

担当者事務処理欄

　□ 対象者リストの照合　管理者ＩＤ　　　　　　　　　　　　　Ｄ区分　□ 初回　　　□ 継続

　□ 検査結果書（法第11条）の写し 初回申請　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　□ 領収証の写し（保守点検・清掃・法定検査） □ 法定検査日から４か月以内

　□ 振込先口座確認（通帳・キャッシュカード等） □ 申請書控え（受付印あり）の交付

浄化槽維持管理費補助金交付申請（請求）書

住所

氏名 　　　加古川　太郎
　　　　　　　電話（079－□□□－〇〇〇〇）

加古川市浄化槽維持管理費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり浄化槽の
維持管理費補助金を申請（請求）します。 なお、裏面記載の確認事項を確認のうえ、これを遵守す
ることを誓約します。また、申請書記載内容（振込先口座情報を除く）を一般社団法人兵庫県水質保
全センターに提供することについても同意します。

記

 ２ 浄化槽の
　　設置場所

 ３ 設置浄化槽  　５人槽　　　７人槽　　　10人槽　　　その他（　　　人槽）

 ４ 建物用途  　住宅　　　　事務所　　　倉庫　　　　その他（　　　　    ）

 ５ 法11条検査

　　　　　　　※不適正の場合は改善報告書を提出してください。

　　令和〇〇年〇〇月〇〇日 　　令和〇〇年〇〇月〇〇日

 (1)金融機関

加古川市

金融機関名 〇〇 支店名称
銀行 信用組合

農協 信用金庫

本店

支店 支所

１ 普 ２ 当

法定検査結果が不適正の

場合に改善した日

記載例

１

加古川町北在家〇〇〇番地

11条法定検査を受けた日

５人槽・７人槽・

１０人槽以外

住宅・事務所・

倉庫以外

預金種別 普通又は当座

口座番号7桁２ ３ ４ 765

個人名の場合は、申請者氏名と同一のこと（違う場合は、委任状が必要）



※加古川市における暴力団の排除の推進に関する条例により補助事業から暴力団等を排除する
ため、兵庫県加古川警察署に、申請者（役員等を含む）の住所・氏名その他本申請書および添
付資料に記載されている情報を提供し、申請者（役員等を含む）が暴力団等に該当するか否か
などを照会させていただくことがあります。

※加古川市上下水道局が、浄化槽維持管理費補助申請要件の確認や法定検査日の調整及び、浄
化槽台帳の登録内容の修正が必要な場合は、兵庫県の指定検査機関である一般社団法人兵庫県
水質保全センターに、浄化槽維持管理費補助金申請に伴う申請者(浄化槽管理者)住所・氏名、
電話番号、1交付申請額、2設置場所、3設置浄化槽、4建物用途、5法11条検査の情報を提供す
ることがあります。

（添付書類等）

   将来、公共下水道の供用開始が公示された場合は、当該浄化槽を廃止し、公共下水道へ速やか
   に接続すること。

   浄化槽の使用期間中は、浄化槽法に基づく保守点検、清掃及び法定検査を適正に実施すること。

確認事項

(1)　浄化槽法定検査結果書の写し（法第11条に基づく検査）
(2)　保守点検及び清掃を実施したことが確認できる書類の写し

(3)　法定検査（法第11条に基づく検査）、保守点検及び清掃の領収書または支払ったことが
　確認できるものの写し

　※浄化槽法第１１条に規定する指定検査機関の行う水質に関する検査において、保守点検
     及び清掃を実施したことが確認されている場合添付不要

(5)　申請者名義の口座番号がわかるもの

(4)　該当する場合のみ
　　　①　報告書（浄化槽管理者の氏名や住所の変更があった場合）
      ②　理由書（申請者と添付資料の名義が異なる場合等）
　　　③　委任状（申請者と口座名義が異なる場合）
　　　④　改善報告書（法定検査の検査結果書で、総合判定が“不適正”の場合）

チェック要


